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組 織 運 営 
 

Ⅰ．理事会及び総会の開催 

 

  ◎ 理事会の開催 

  

第１回理事会（書面決議） 

          理事会の決議があったものとみなされた日： 

令和４年５月２日（月） 

          理事会の決議があったものとみなされた事項の内容： 

第４８回定時総会における上程議案の承認の件 

１号議案 令和３年度事業報告、決算報告に関する件 

２号議案 令和４年度事業計画、正味財産増減予算に関する件 

３号議案 顧問の選定に関する件 

 

  第２回理事会 

          日 時：令和４年５月２６日（木）１４時～１４時３０分 

          場 所：アジア会館２階会議室 

          議 事 

１号議案 令和３年度事業報告、決算報告に関する件 

２号議案 顧問の選定に関する件 

 

  ◎ 総会の開催 

 

      定時総会（第４８回） 

            日 時：令和４年５月２６日（木）１４時３０分から１５時 

          場 所：アジア会館２階会議室 

          議 事 

１号議案 令和３年度事業報告、決算報告に関する件 

２号議案 令和４年度事業計画、正味財産増減予算に関する件 

３号議案 顧問の選定に関する件 
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Ⅱ．会員 

 

 

正    会    員 

 

                                         （令和 5 年 3月 31日現在、50 音順） 

   

 (株)ア イ ・ テ ィ ・ ビ ・ エ ス               荒川区西日暮里５－１１－８ 
 
 (一財) ア ジ ア 会 館 港区赤坂８－１０－３２ 
 
(株) ア ル フ ァ イ ン テ ル   港区西新橋１－２０－１０ 

 
  イ カ リ 消 毒               (株) 新宿区新宿４－３－２５ 
 
ＮＳファーファ・ジャパン(株) 中央区新川１－２４－１ 
 

  大 塚 薬 品 工 業               (株) 豊島区西池袋３－２５－１５ 
 
(有)グ リ ー ン ス ペ ー ス 農 園   神戸市垂水区名谷町３１７３―２１５ 

 
  (一社) 太 平 洋 協 会   港区赤坂８－１０－３２ 
 
  (一社) 日 本 貿 易 会 千代田区霞が関３－２－１ 
 
  日本貿易振興機構アジア経済研究所 千葉市美浜区若葉３－２－２ 
 
  (公財) 農 村 更 生 協 会 中央区日本橋２－１－１６ 
 
(株) ホ テ ル サ ン バ レ ー   渋谷区渋谷３－２８－１５ 

 

マ ル コ ー フ ー ズ (株) 深谷市新戒６９７－１ 



 - 2 - 

 
 
 
 

特    別    会    員 

 

                                           （令和 5年 3 月 31 日現在、50 音順） 

 

井 佐 彰 洋   海外農業開発協会事務局長 

大 熊 幹 章   元森林総合研究所理事長 

大 塚 昭 男   大塚薬品工業代表取締役社長 

片 倉 和 人   農と人とくらし研究センター代表理事 

河 津  司    日本貿易会専務理事 

佐 藤 貞 茂   アルファインテル代表取締役 

佐 藤 雅 俊   東京大学名誉教授 

品 田 正 道   元農村更生協会会長 

瀬 井 冨 雄   アイ・ティ・ビ・エス代表取締役 

髙 橋 藤 雄   元大阪学院大学国際学部教授 

豊 原 秀 和   元東京農業大学副学長 

成 田 道 胤   北秋田市合川日中友好交流協会顧問 
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Ⅲ．役員 

 
 

理    事  ・  監    事 

                                   

                          （令和 5 年 3月 31 日現在、50 音順） 

 

理  事  長    豊 原 秀 和  元東京農業大学副学長 

専務理事    井 佐 彰 洋  海外農業開発協会事務局長 

       理     事    安 藤 洋 子     アジア会館専務理事 

    〃    猪 熊 幸 二  NSファーファ・ジャパン相談役 

    〃    大 塚 昭 男  大塚薬品工業代表取締役社長 

    〃    片 倉 和 人  農と人とくらし研究センター代表理事 

          〃             瀬 井 冨 雄     アイ・ティ・ビ・エス代表取締役 

監     事    佐 藤 貞 茂  アルファインテル代表取締役 

  〃    佐 藤 雅 俊  東京大学名誉教授 
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事 業 内 容 
 

Ⅰ．交流推進事業 

 

(１) 情報の収集・整備及び提供 

 

①  開発途上諸国の農業関連資料及び市場志向型協力、栄養改善や国内農業・農村振興、都

市農地の活用、医福食農連携、SDGs 等に関する情報を収集し、会員はじめ「相談室」の

要請に備えた。 

 

②  ホームページによる情報発信を行った。 

 

③  「相談室 海外農業開発」に寄せられた投資、商品開発、技術指導、専門家派遣等の問い

合わせに対し、役職員、専門委員が対応した。東南アジア諸国の農村における農業組織の

立ち上げ、新規就農、キクイモの栽培・加工。 

 

（２）「中国農業委員会」の活動 

 

八ヶ岳農業実践大学校の帰国研修員らと立ち上げたグループ SNS（登録人数 30 人）

を通じ、双方向でビジネス・時事・文化等の情報交換を行った。 

 

（３）「熱帯野鼠対策委員会」の活動 

 

① 年次会合（7月 25日）の開催（オンライン） 

 

② 熱帯野鼠研究会の開催（7 月 25 日）（オンライン） 

演 題：畜舎に出没するネズミの行動に関する研究 

講 演：小泉亮子氏 

 

③ 野鼠防除専門家の派遣 

国際協力機構筑波センターで実施中の稲作研修コースで当協会常任委員が講義を担当し

た。 

講 師：熱帯野鼠対策委員会 常任委員長 小泉亮子氏 

講 義：鼠の生態的特性と防除 

月 日：8月 4 日／稲作技術向上(普及員)(A)コース／英語   

8 月 5 日／稲作技術向上(普及員)(B)コース／仏語 

 

（４）「専門委員会」の活動 

 

民間・政府機関からの専門家の派遣要請に応じられる体制を維持し、協会事務局と情報

交換した。「相談室 海外農業開発」に寄せられる事案に対応した。 
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Ⅱ. 政府機関・民間企業等受託事業 

 

（１）調査・研究事業 

 

   ＜ 国際協力機構 ＞ 

 

A. ウガンダ コメ振興プロジェクト フェーズ２にコメの生産性向上と輸入米に匹敵する品質

の米生産強化を行うため、稲作技術分野（チーフアドバイザー／連携促進／コメ振興）

の専門家を派遣した。 

派遣予定期間 ：2022年 4 月 15 日～2024 年 3月 31 日 

第 1 回派遣期間：2022年 4 月 15 日～2023 年 3月 18 日 

 

B. ケニア国 小規模農民組織強化・アグリビジネス振興プロジェクトに SHEPアプローチに

基づく栽培技術研修及び教材の改善点を提案するため園芸栽培・普及分野の専門家を派

遣した。 

契約期間：2022年 11月 8 日～2025年 3 月 14 日 

派遣期間：2023年 1月 4日～2月 26 日（54日） 

 

＜ 民間企業等 ＞ 

 

A. 一般社団法人海外農業開発コンサルタンツ協会からの協力依頼に応じ、参加型灌漑施設

管理(B)研修コースで過去に製作した講義動画「NERICAの普及」の上映に関し、研修

員からの質問に対し指導を行った。 

 

B.  一般財団法人日本国際協力機構からの協力依頼に応じ、高品質種子の供給のための植物        

品種保護制度及び種子の品質管理制度コースの研修員に対し、「JICAによる小規模農

民支援事例（SHEPアプローチ）」と題する講義を行った。 

 

C. 一般社団法人海外農業開発コンサルタンツ協会からの協力依頼に応じ、参加型灌漑施設

運営管理(A) 研修コースへ講師を派遣し、「NERICA の普及」講義を行った 

 

D. 公益財団法人国際労働財団の要請に応じ、昨年に引き続き支援業務を行った。同財団が

ラオス、ネパールで立ち上げた Agri プロジェクトを支援するため、日本からのオンライ

ンセミナー及び現地調査に専門家を派遣した。SHEPアプローチによるプロジェクト運

営を主導した。 

ラオス派遣期間 ：2022年 11月 25 日～12月 3 日（9 日） 

ネパール派遣期間：2023年 2 月 21 日～2 月 28 日（8 日） 

 

 

（２）受入研修事業 

 

   ＜ 国際協力機構 ＞ 

 

A.  2021 年度稲作技術向上(普及員)(B)コース／仏語【1 年次】 
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指導員 ：2名 

研修内容：栽培実習及び稲作技術の普及計画作成 

実施期間：2022年 3月 14 日～11月 11日 

契約期間：2022年 2月 7日～12月 23日 

対象国 ：カメルーン、コートジボワール、ギニア、ギニアビサウ 

研修員 ：5名（研修コース途中で体調不良のため 1 名帰国） 

 

B．2021年度市場志向型農業振興（普及員）コース【1 年次】 

指導員 ：2名 

研修内容：市場志向型野菜栽培技術に関する実験・実習 

本邦研修期間：2022年 4月 11 日～2022年 9 月 28日 

契約期間：2022年 2月 14 日～2023年 1 月 31 日 

対象国 ：ボツワナ、、エチオピア、ガーナ、レソト、マラウイ、ナミビア、ナイジェ

リア、スリランカ、ウガンダ、ザンビア、ジンバブエ 

研修員 ：11 名 

 

 C. 2020 年度天水稲作のための稲栽培・種子生産及び品種選定技術コース【3 年次】 

指導員 ：2名 

研修内容：陸稲品種の栽培・種子生産・品種選定・種子保存技術に関する実験・実習 

実施期間：2022年 3月 14 日～2022年 11月 25 日 

契約期間：2022年 2月 10 日～2023年 2 月 28 日 

対象国 ：ブルンジ、カメルーン、エチオピア、ガーナ、リベリア、モザンビーク、 

タンザニア、ウガンダ、ザンビア 

研修員 ：10 名 

 

D. 2021 年度稲作技術向上(普及員)(A)コース／英語【2 年次】 

指導員 ：2名 

研修内容：栽培実習及び稲作技術の普及計画作成 

実施期間：2022年 3月 14 日～11月 11日 

契約期間：2022年 3月 1日～12月 23日 

対象国 ：エチオピア、ケニア、リベリア、マラウイ、フィリピン、シエラレオネ、ス

ーダン、ウガンダ 

研修員 ：9名 

 

E. 2022年度市場志向型農業振興（普及員）コース【2 年次】 

指導員 ：2名 

研修内容：市場志向型野菜栽培技術に関する実験・実習 

実施期間：2023年 2月 14 日～2023年 12月 15 日 

契約期間：2023年 2月 1日～2024年 1 月 31 日 

対象国 ：バングラデシュ、ボツワナ、ガーナ、レソト、マラウイ、ナミビア、ナイジ

ェリア、ウガンダ、ザンビア、ジンバブエ 

研修員 ：12 名 
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F．2022年度稲作技術向上(普及員)(A)コース／英語【3 年次】 

指導員 ：2名 

研修内容：栽培実習及び稲作技術の普及計画作成 

実施期間：2023年 3月 13 日～11月 10日 

契約期間：2023年 2月 6日～2024年 1 月 25 日 

対象国 ：ガーナ、リベリア、シエラレオネ、東ティモール、ウガンダ、ザンビア、

エチオピア 

研修員 ：10 名 

 

G.  2022 年度稲作技術向上(普及員)(B)コース／仏語【2 年次】 

指導員 ：2名 

研修内容：栽培実習及び稲作技術の普及計画作成 

実施期間：2023年 3月 13 日～11月 10日 

契約期間：2023年 2月 7日～2024年 1 月 25 日 

対象国 ：ベニン、ブルンジ、コンゴ、コンゴ民主共和国、マリ、ギニア 

研修員 ：8名 

 

H. 2022 年度天水稲栽培・種子生産及び品種選定技術コース【1 年次】 

指導員 ：2名 

研修内容：陸稲品種の栽培・種子生産・品種選定・種子保存技術に関する実験・実習 

実施期間：2023年 3月 13 日～2023年 11月 24 日 

契約期間：2023年 2月 13 日～2024年 2 月 28 日 

対象国 ：アンゴラ、ガーナ、リベリア、ナイジェリア、セネガル、シエラレオネ、タ

ンザニア、ウガンダ、ザンビア、エチオピア、ギニア 

研修員 ：12 名 

 

   ＜ 公益社団法人青年海外協力協会 ＞ 

 

公益社団法人青年海外協力協会の要請に応じ、JICA 海外協力隊農業部門隊員の課題

別派遣前訓練を実施した。 

地域振興活動のパートナーである NPO法人農と人を拓く学び舎向志朋（千葉県白井

市）と連携して講義（地域環境資源を利用した肥培管理と営農活動、熱帯地域における

作物栽培の基礎、農薬を使わずに野菜を作るための基礎知識など）と実習（竹炭・籾殻

燻炭の作り方）を行った。 

2022年度第 1 回：2022年 7 月 1日～7月 3 日（3日）、2名 

2022年度第 2 回：2022年 9 月 27 日～9 月 29 日（3 日）、1 名 

2022年度第 3 回：2022年 12月 26 日～12月 28日（3 日）、1名 
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Ⅲ．地域振興事業 

 

（収益事業としての地産商品開発） 

 NPO法人農と人を拓く学び舎向志朋（千葉県白井市）と協働で原料生産（栽培技術）

と加工方法、商品規格、市場開拓に取り組み、キクイモ粉末、キクイモチップス、エゴマ

油を商品化し販売中である。 

しかし、協会ホームページ「地産商品ショップ KAKEHASHI」、三沢区民農園（岡谷

市）及び同 NPO法人近くの薬局、直売所（2ヵ所）、柏公設市場内での販売が伸びない

キクイモ商品は、今期製造を縮小した。 

 

本事業は、協会の公益的事業、ODA 受託事業、民間受託事業と並ぶ新たな基幹事業と

位置づけているので、収益性の確保を念頭に継続して参る。 

 

① NPO法人農と人とくらし研究センター（長野県岡谷市）、甘楽富岡地域集落活性化協

議会（群馬県甘楽町）、NPO法人武尊根 BASE（群馬県片品村）について企画・運営

の面から協議を継続した。 

 

② NPO法人農と人を拓く学び舎向志朋（千葉県白井市）において農業体験、農業研修、

担い手人材育成、市民農園の開設方法、新規作物の導入（キャッサバ、アマランサス、

パパイヤ、ハトムギなど）に取り組んだ。同 NPO法人の農場・施設で JICA海外協力

隊の派遣前訓練を実施した。 

 

③ 海外の農業開発事業に携わった人材を国内農業の再構築に活用することが有効であると

の観点から、農村が求める人材ニーズとのマッチング、地域振興、人材育成活動を実施

することは重要である。本年度は受入れを想定した候補先の現地調査は行わなかった。 

 

④ 地域おこし協力隊（旧田舎で働き隊）、JICA海外協力隊参加希望者・帰国者、青年就

農、新規就農などで地方へ向かおうとする人材に対して情報提供、マッチング等の相談

に応じた。 

 

 

Ⅳ．外国人技能実習生受入れ事業 

 

令和 3年 5月 10日、監理団体として認可以来、新型コロナウイルスの感染拡大防止策で

人の移動が制限され、実習実施者（受入れ農家）の経営事情が変化したことで実習生の受

入れは実現していない。 

本年度は、新たな送出機関との協議、新たな実習実施者の選定に取り組んでいる。 

2 月 21 日、外国人技能実習機構による実地検査実施 

3 月 6 日、社労士事務所による外部監査実施 



                                                       　　  Ⅰ．正味財産増減計算書

　　　　　　 　 令和４年４月１日から令和５年３月３１日
（単位：円）

Ⅰ　一般正味財産増減の部
１．経常増減の部
　　（１）経常収益

 〔受取会費〕              １,６５０,０００ １,８００,０００ △１５０,０００
　　受取会費 １,６５０,０００ １,８００,０００ △１５０,０００
 〔事業収益〕              １５８,２５３,９１９ １４２,２０１,８２８ １６,０５２,０９１
　　政府機関・民間企業等受託金収益 １５７,６５５,８０５ １４１,６４９,７４１ １６,００６,０６４
　　地域振興事業収益 ５９８,１１４ ５５２,０８７ ４６,０２７
　　外国人技能実習生受入事業収益 ０ ０ ０
　　広報収益 ０ ０ ０
 〔受取寄付金〕            ０ ０ ０
　　受取寄付金 ０ ０ ０
 〔雑収益〕                ２３,４３０ ２３,３３７ ９３
  　受取利息         ５８３ ４９０ ９３
  　雑収益 ２２,８４７ ２２,８４７ ０
 〔その他経常収益〕            ０ ０ ０
　　退職給与引当金取崩益 ０ ０ ０

 【経常収益計】 １５９,９２７,３４９ １４４,０２５,１６５ １５,９０２,１８４
　　（２）経常費用

 〔事業費〕                １５４,３９５,８０１ １１２,８３６,１７２ ４１,５５９,６２９
　　情報収集・整備費 ０ ０ ０
　　広報費 ０ ０ ０
　　講演会等開催費 ０ ０ ０
　　中国農業委員会費 ０ ０ ０
　　熱帯野鼠対策委員会費 ２０,４８４ ８０,０００ △５９,５１６
　　専門委員会費 ０ ０ ０
　　調査・研究事業費 ２,０９４,６７２ １２,０１９,００４ △９,９２４,３３２
　　受入研修事業費 １８,２８３,０４６ ６,１２１,３１８ １２,１６１,７２８
　　外国人技能実習生受入事業費 ４４,５９４ ０ ４４,５９４
　　期首製品等棚卸高 １,８９４,８７３ ２,７５５,９６０ △８６１,０８７
　　地域振興事業費 ６１２,７１８ ４４８,４１４ １６４,３０４
    期末製品等棚卸高 △４６０,３２２ △１,８９４,８７３ １,４３４,５５１
　　役職員給与 １０２,４９９,９４１ ６７,６５１,１８０ ３４,８４８,７６１
　　福利厚生費 １１,４３３,１４９ １０,０５４,６２３ １,３７８,５２６
　　事務所費 ４,３７５,８００ ４,３９５,６００ △１９,８００
　　交際費 １０９,１７５ １１９,３４９ △１０,１７４
　　旅費交通費 １３８,３３０ ２６６,５１０ △１２８,１８０
　　会議費 ０ ０ ０
　　通信運搬費 １０２,０４７ １３３,３１９ △３１,２７２
　　消耗品費 １４３,３１６ １２３,９０９ １９,４０７
　　印刷製本費 ９２,０７０ ８２,８６３ ９,２０７
　　資料費 １１,７３６ ５３,０２６ △４１,２９０
　　賃借料 １,３７２,０１６ １,２９４,２１８ ７７,７９８
　　租税公課 １０,９９３,６００ ８,４４６,５００ ２,５４７,１００
　　支払負担金 ０ ０ ０
　　雑費 ６３４,５５６ ６８５,２５２ △５０,６９６
 〔管理費〕                ７,２９６,６１２ ４,６７４,５９０ ２,６２２,０２２
　　役職員給与 １,６３５,０６７ １,５６７,３７０ ６７,６９７
　　福利厚生費 ２２３,２６２ ２３９,７９３ △１６,５３１
　　事務所費 ４８６,２００ ４８８,４００ △２,２００
　　交際費 １２,１３１ １３,２６１ △１,１３０
　　会議費 ９１,０００ ９９,２００ △８,２００
　　旅費交通費 １５,３７０ ２９,６１２ △１４,２４２
　　通信運搬費 １１,３３９ １４,８１３ △３,４７４
　　消耗品費 １５,９２４ １３,７６８ ２,１５６
　　印刷製本費 １０,２３０ ９,２０７ １,０２３
　　資料費 １,３０４ ５,８９２ △４,５８８
　　賃借料 １５２,４４６ １４３,８０２ ８,６４４
　　租税公課 ７０,０００ ７０,０００ ０
　　支払負担金 ８５８,０００ ８５８,０００ ０
　　雑費 ７０,５０６ ７６,１３９ △５,６３３
　　什器減価償却費 ０ ０ ０
　　支払利息 ０ ０ ０
　　予備費 ０ ０ ０
　　退職引当金繰入 １,６４３,８３３ １,０４５,３３３ ５９８,５００
　　５０周年記念事業引当金繰入 ２,０００,０００ ０ ２,０００,０００

 【経常費用計】 １６１,６９２,４１３ １１７,５１０,７６２ ４４,１８１,６５１
 【当期経常増減額】 △１,７６５,０６４ ２６,５１４,４０３ △２８,２７９,４６７

２．経常外増減の部
　　（１）経常外収益 ０ ０ ０
 【経常外収益計】 ０ ０ ０
　　（２）経常外費用 ０ ０ ０
 【経常外費用計】 ０ ０ ０

科　　　　　　　目
当年度

（Ａ）
前年度

（Ｂ）
増  減

（Ａ－Ｂ）



 【当期経常外増減額】      ０ ０ ０
 【当期一般正味財産増減額】  △１,７６５,０６４ ２６,５１４,４０３ △２８,２７９,４６７
 【一般正味財産期首残高】  ３０,２２７,６６０ ３,７１３,２５７ ２６,５１４,４０３
 【一般正味財産期末残高】  ２８,４６２,５９６ ３０,２２７,６６０ △１,７６５,０６４

　　受取補助金等        ０ ０ ０
　　一般正味財産への振替 ０ ０ ０

Ⅱ　指定正味財産増減の部
 【当期指定正味財産増減額】  ０ ０ ０
 【指定正味財産期首残高】  ０ ０ ０
 【指定正味財産期末残高】  ０ ０ ０

Ⅲ　正味財産期末残高 ２８,４６２,５９６ ３０,２２７,６６０ △１,７６５,０６４

当年度
（Ａ）

前年度
（Ｂ）

増  減
（Ａ－Ｂ）

科　　　　　　　目



Ⅱ．貸 借 対 照 表

令和５年３月３１日現在
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

科　　　　目
当　年　度

　（Ａ）
前 年 度

（B）
増  減
（Ａ-Ｂ）

Ⅰ　資産の部

１．流動資産
    現金・預金 53,181,077 18,861,881 34,319,196
    未収入金 0 15,199,212 △ 15,199,212
　　材料 0 0 0
　　半製品 426,023 529,496 △ 103,473
　　製品 34,299 1,365,377 △ 1,331,078
　　前払金 8,800 7,150 1,650
    仮払金 663,420 843,154 △ 179,734
    流動資産合計 54,313,619 36,806,270 17,507,349

２．固定資産
    普通預金 4,568,582 2,924,749 1,643,833
    定期預金 1,000,000 1,000,000 0
    電話加入権 185,400 185,400 0
    固定資産合計 5,753,982 4,110,149 1,643,833

    資産合計 60,067,601 40,916,419 19,151,182

Ⅱ　負債の部

１．流動負債
　　未払金 22,697,618 5,917,403 16,780,215
　　預り金 1,338,805 846,607 492,198
　　借受金 0 0 0
　　流動負債合計 24,036,423 6,764,010 17,272,413

２．固定負債
　　退職給与引当金 5,568,582 3,924,749 1,643,833
　　50周年記念引当金 2,000,000 0 2,000,000
　　固定負債合計 7,568,582 3,924,749 3,643,833

　　負債合計 31,605,005 10,688,759 20,916,246

Ⅲ　正味財産の部
　　その他一般正味財産 28,462,596 30,227,660 △ 1,765,064
　　一般正味財産 28,462,596 30,227,660 △ 1,765,064
　　正味財産合計 28,462,596 30,227,660 △ 1,765,064
　　負債・正味財産合計 60,067,601 40,916,419 19,151,182



Ⅲ．財務諸表に対する注記

１. 重要な会計方針

(１)棚卸資産の評価方法

最終仕入原価法による。

(２)固定資産の減価償却の方法

什器備品：定率法による。
ソフトウェア：定額法による。

(３)消費税等の会計処理について

消費税等の会計処理は税込み方式による。

２. 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

(単位：円)

科　　目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

電話加入権 185,400 0 185,400

185,400 0 185,400

３. 退職給与引当金

　　職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給与債務の見込み額を計上している。

(単位：円)

科　　目 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

退職給与引当金 3,924,749 1,643,833 0 5,568,582

合    計
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